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　歳入のうち市税は、ふるさと納税に伴う寄附金税
額控除額(流出額)が約4億円となりましたが、納税義
務者数の増及び雇用が堅調に推移したことに伴う市
民税等の増により、前年度と比較して0.001％(25万
円)の減とほぼ横ばいとなりました。
　また、特別定額給付金給付事業費補助金の増、東
京都市町村新型コロナウイルス感染症緊急対策特別
交付金の増などにより、歳入全体では639億2,200
万円〔対前年度比31.8％(154億2,570万円）の増〕と
なりました。
　歳出は、国分寺駅北口地下自転車駐車場整備に伴
う投資的経費が減となったことなどにより土木費が
28.1％(15億4,576万円)の減となりましたが、一方
で、特別定額給付金支給における補助費等の増などに

令和2年度令和2年度のの決算決算をを公表公表しますします
一般会計は対前年度比、歳入31.8％の増・歳出31.3％の増に

一般会計・
特別会計

より総務費が305.3％(127億2,215万円)の増、GIG
Aスクール構想環境整備に伴う物件費の増などにより
教育費が26.5％(14億449万円)の増となり、歳出全
体では619億9,288万円〔対前年度比31.3％（147億
8,410万円)の増〕となりました。
　一般会計を中心とする普通会計(＊1)の経常収支比
率(＊2)は93.4％となり、前年度(94.5％ )より1.1ポ
イント改善しました。歳入面での地方消費税交付金な
どの税連動交付金の増が、歳出面での物件費や扶助費
などの増よりも大きいことが要因と考えられます。
　なお、令和2年度の決算については、10月4日の本
会議で一般会計と特別会計の全会計が認定されまし
た。今後も徹底した事務事業の見直しや行政改革の
推進を行い、適切な財政運営に取り組んでいきます。

（＊1）普通会計
　 地方財政の統計などに用いられる会計。本市は、
一般会計・土地取得特別会計・国分寺都市計画
事業国分寺駅北口地区第一種市街地再開発事業
特別会計(施設建築物関係経費以外)の3会計で構
成しています

（＊2）経常収支比率
　 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断する指標
として使われるもので、人件費・扶助費・公債費
等の経常経費(義務的経費)に、地方税・地方交付
税・地方譲与税を中心とする経常的な収入である
一般財源がどの程度充当されたかをみるもの。経
常経費に充当した一般財源の残りの部分が大きい
ほど臨時の財政需要に対応できることとなり、財
政構造に弾力性があるといえます

■一般会計の主な事業
事業名 事業費

民設民営保育所整備事業（施設整備） 7億3,456万円
小学校の施設整備事業 5億3,340万円
中学校の施設整備事業 4億2,415万円
西武鉄道国分寺線及び多摩湖線国分寺駅可動式ホーム柵整備事業 1億1,928万円
国分寺都市計画事業国分寺駅北口地区第一種市街地再開発事業特別会計繰出金 8,266万円
（仮称）国分寺市新庁舎整備基本計画策定事業 6,945万円
新幹線リフレッシュ事業 1,428万円
戸倉用地活用方向性策定事業 808万円

会計 歳入
（対前年度増減）

歳出
（対前年度増減）

一般会計 639億2,200万円
（＋154億2,570万円）

619億9,288万円
（＋147億8,411万円）

土地取得特別会計 0円
（0円）

0円
（0円）

国分寺都市計画事業国分寺駅北口地区
第一種市街地再開発事業特別会計

14億9,822万円
（＋6億2,025万円）

14億9,821万円
（＋8億873万円）

国民健康保険特別会計 100億5,668万円
（－4億4,545万円）

98億9,954万円
（－4億9,077万円）

介護保険特別会計 89億3,858万円
（＋1億8,807万円）

86億9,893万円
（＋9,239万円）

後期高齢者医療特別会計 30億2,598万円
（＋1億262万円）

29億7,405万円
（＋9,837万円）

全会計　合計 874億4,146万円
（＋158億9,119万円）

850億6,361万円
（＋152億9,283万円）

会計 収益的収入
(対前年度増減)

収益的支出
(対前年度増減)

下水道事業会計

26億7,626万円
（―）

29億3,567万円
（―）

資本的収入
(対前年度増減)

資本的支出
(対前年度増減)

2億7,471万円
（―）

10億4,060万円
（―）

※下水道事業は、地方公営企業法の財務規定の適用により会計方式が
公営企業会計に移行しているため、別表示としています

■一般会計歳入決算

国庫支出金　221億2,107万円（34.6％）

その他　13億1,933万円（2.1％）
決算額639億2,200万円(対前年度比31.8％増）

諸収入　  　8億816万円（1.3％）

繰越金　12億8,753万円（2.0％）

都支出金
79億4,462万円（12.4％）

地方消費税交付金
25億2,612万円（3.9％）

市税
238億6,364万円
（37.3％）

市債　14億870万円（2.2％）
繰入金　17億6,461万円（2.8％）

使用料及び手数料　8億7,822万円（1.4％）

■一般会計歳出決算
決算額619億9,288万円（対前年度比31.3％増）

歳出

民生費
236億9,047万円
（38.2％）

教育費　67億955万円（10.8％）

その他　4億6,391万円（0.8％）
議会費　3億586万円（0.5％）
公債費　16億178万円（2.6％）
消防費　16億8,280万円（2.7％）
諸支出金　26億1,946万円（4.2％）

土木費　39億4,949万円（6.4％）
衛生費　40億8,038万円（6.6％）

総務費　168億8,918万円（27.2％）

（＊3）市債
　道路、公園、小・中学校、下水道などの公共施設整備のために、国や都、
　金融機関などから長期に借り入れて調達した資金です。整備した公共
　施設は将来にわたって使用しますので、この費用を現在の市民だけで
　はなく将来の市民も負担することで、世代間の負担を公平にします。
　市では、徹底して無駄を排除すると同時に、全体的に借り入れを抑制
　していることから、市債残高は減少傾向にあります

（＊4）基金
特定目的のために積み立てられた資金や財産です。基金は条例によっ
　て設置されますが、年度間の財政不均衡や予期せぬ経済変動に備える
　財政調整基金のように、法律で設置が義務づけられているものもあり
　ます。基金残高は、令和2年度は前年度と比べ6億円増加しました

（＊5）
　令和2年度末の基金残高136億円のうち6億円は、債権(地方債)で運用
　しています

■市債残高・基金残高の推移
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令和2年度の決算概要

■全会計の決算額


